








 （President of Nonprofit Organization ‘Minami-osaka Support Net’,  

























































































 この新制度導入に向けて、新聞等は注目し、「小さな放送局の大きな使命（1991 年 8.11 産経新聞）」と言
う見出しをつけて報じた。この記事には、中央から地方へ流れ込む情報の洪水を食い止める逆流機能への期
待や、地域活性化の起爆剤としての期待が書かれており、新しいコミュニティ放送制度への期待の大きさを





























































 1992 年に正式に制度化されたコミュニティＦＭは、同年 12 月に第１号の「ＦＭいるか」が北海道函館市
に誕生してから、わずか数年の間に急速に普及した。その伸びは一時鈍化したものの、最近また新たなブー




＜特徴１＞「Ａ．第３セクター型」は全体の 42％（89 局）を占め、1990 年代後半に集中している。 
 1996 年～1998 年の３年間の間に、「Ａ．第３セクター型」の年間開局が 10 件以上あった年が集中しており、
この時期が第３セクター型開局の中心であったことがわかる。また、2001 年までで、第３セクター型の設立
は途切れている。 
＜特徴２＞「Ｂ．純民間型」は全体の 52％（109 局）で、1990 年代末からコンスタントに開設されている。 










（第Ⅰ期 草創期） まず、全国初のコミュニティＦＭ局の開局からの最初の４年間（1992～1995 年）が
草創期としての第Ⅰ期である。 


















ア内の人口を放送区域内人口として捉えている。すると「純民間型」は、放送区域内人口 20 万から 50 万人
の区域での開局が 30 局と断然多く全体の約 18％となっている。また、「第３セクター型」は、放送区域内人
口 75 万人から 100 万人の区域を背景としたＦＭ局が 20 局と一番多く全体の 12％を占める。すなわち、典型
的なものの規模としては「第３セクター型」の方が大きいことがわかる。これは、大都市圏域の衛星都市の
自治体が積極的に支援したからであろう。なお、ＮＰＯ型ＦＭ局は少ないが、大都会と小規模の地域とが混
在しているため、あまり参考にならないが、平均の人口規模は 21 万人であった。 
 つぎに資本金別にみてみることにする。「純民間型」は、1500 万円から 3000 万円までの局が 32 局と一番
多く、3000 万円から 5000 万円までの 22 局と併せると、1500 万円～5000 万円規模が、「純民間型」の 55％を




ら 5000 万円までの出資が多いのは、組織や事業規模からいってこの範囲が適正な資本金規模ともみられる。 
（３）地域からみた特徴 
 地域的には、全国の都道府県のうち、栃木県と佐賀県を除いた 45 都道府県に分布するコミュニティＦＭ局
だが、そのＦＭ局数を監督所管である総務省の監理局別（地方別）に局数のランキングを見ていくと、第１































 近畿におけるコミュニティＦＭ局を運営形態区分で見ると、全体 28 局中、16 局（57.1％）が第３セクタ
































































































リア（現行の出力 20Ｗに値する半径 15～20 ㎞程度）を商圏と考えると、一般的なマーケットとしては狭す





















































































































































































有限責任中間法人 日本コミュニティＦＭ協会 ウェブサイト  http://www.ＪＣＢＡ.jp/ 
ＦＭひらかた（大阪府枚方市）ウェブサイト  http://www.kiku-ＦＭ779.com/ 
ＦＭみっきぃ（兵庫県三木市）ウェブサイト  http://www.ＦＭ-miki.jp/ 
京都三条ラジオカフェ（京都市中京区）ウェブサイト http://radiocafe.jp/ 
